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（注）05年は予想の上限値 
－56－
月期の営業利益は前年同期比17％減となった。
４．米国企業の経営不振に対する日本企業の対応
日本の企業について、米国で業績を大幅に上げているトヨタ、ホンダ、日産
大手３社と、ＧＭと資本提携しているいすゞ、富士重工業、スズキの３社に分
けて考えてみよう。
（１）大手３社の場合
日本経団連の奥田会長（トヨタ自動車会長）は４月25日の記者会見で、経営
苦境が続くＧＭなど米国自動車業界について、「技術提携や値段をいじるとか、
多少息をつく時間を与えることは大事だと思っている」と述べた。米国市場で
日本車を値上げして、米国メーカーの販売を側面支援するなどの救済策を講じ
る必要があるとの考えを示したと見られる。（中略）「米国の象徴産業がおかし
くなれば、昔のような経済摩擦にはならないが、何かしら影響がでる可能性が
ある。日本の自動車産業としても、それなりの対応を考えておかなければなら
ない」と述べた。
米国市場ではモデルチェンジごとに２～３％値上するのが一般的だが、米メ
ーカーは値上げできずに販売店に（値引のための）奨励金を支払って販売回復
に努めているのが現状。奥田会長は「日本車と競争できる条件を作る」として、
日本車を値上することで米メーカーに値上の余地を与える考えを示した。
これに対してホンダの雨宮副社長は、奥田発言に疑問を呈し、顧客無視の値
上には反対、値上げはトヨタ独りでやってほしいと述べた。
日産自動車やホンダは「現地化で地元経済に貢献している。摩擦は起きない。」
と否定。これに対して奥田会長は６月８日、「私はこう簡単には考えていない」
と改めて懸念を示した。
そしてトヨタ自動車は７月１日、米国でハイブリッド乗用車「プリウス：な
ど４車種を0.7～1.5％値上した。この理由は鋼材など原材料費の上昇のためとし
ている。
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日産自動車も同日、高級車「インフィニティ」の「Ｍ35」（日本名フーガ）の
1.3％の値上を発表した。
ＧＭは逆に大衆車「シボレー」、スポーツ車「ポティアック」、小型車「サタ
ーン」の一部車種について、メーカー希望価格を引き上げる構え。ＧＭの６月
の販売は社員割引の一般顧客への適用で大幅に回復したが、カムリの値上で競
合車の中型セダン「シボレー・インパラ」などが恩恵を受けるとみられる。
トヨタ自動車が米国で値上げを決めた背景には販売不振に陥っている米自動
車産業を側面から支援すると同時に、当面はシェアの上昇より利益の確保を優
先したいという思惑がある。販売の急速な伸びに現地生産が追いつかず不足分
は日本からの輸出増加に頼っている。台数増加に緩やかにブレーキをかけつつ
も利益を確保し、貿易摩擦の回避に先手を打つという一石二鳥の戦略になる。
（２）ＧＭと資本提携している日本企業の場合
ＧＭから出資を受けている富士重工業（20.1％出資）、スズキ（20.4％出資）、
いすゞ（8.4％出資）の首脳は毎年６月、決算報告のためにミシガン州のデトロ
イト市のＧＭ本社を訪れる。今回はワゴナー会長から資本関係見直しについて
具体的な言及はなかったもようだ。
ＧＭショックに最も危機感を抱いていたのは、目に見えた提携の成果が出て
いない富士重だ。竹中恭二社長は５月中旬、デトロイトでの決算報告に先立ち
ワゴナー会長と日本で会い、「関係維持」の感触を得たとされる。だが国内販売
や北米事業の不振が響き業績は低迷しており、気の抜けない状況が続く。
スズキやいすゞは「提携関係は拡大しており、株を手放される可能性は低い」
とみている。以上６月時点での三社の首脳が抱いていたＧＭへの感触であった。
トヨタ自動車は、10月５日、米国のＧＭが発行済株式の20.1％を保有する富
士重工業の株式について、8.7％を取得すると発表した。トヨタは議決権ベース
では10％弱を保有する筆頭株主となる。取得額は約350億円。残る11.4％はいっ
たんＧＭが市場に売却し、改めて富士重が市場から買い取る。業績が悪化して
いるＧＭと富士重をトヨタが救済する色彩が強い。
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もっとも木下トヨタ副社長は『富士重株の取得はＧＭへの救済ではない』（注３）
と否定しているし、『ＧＭのラリー・バーンズ副社長も、トヨタによるＧＭの支
援策と受け止められていることについては「間違った理解だ。われわれは競争
関係にあり、互いにメリットがあれば協力はあっても、資本を移す取引を、相
手の会社を救うためにすることはない」と否定した。』（注４）
５．米国企業の現状
最近（2005年11月）時点での米国企業の現状を把握するとともに最近の円安
が貿易摩擦に関連しないかをみることにする。
（1）GM
米国での新車販売台数は、１～10月期は前年同期比3.5％減となった。従業員
向け割引価格を一般顧客にも適用した夏場のキ ンペーンで一時的に販売は伸び
た。しかし、10月までの販売台数は３ヶ月連続して前年同月比で２桁減に落ち
込んだ。このため11月中旬から１月３日まで「GMC」や 「シボレー」など主
力ブランドの０06年型の大型車を１台当たり4000ドル台の値引きを行っている。
また、11月11日に最大の業績悪化要因であった従業員　退職者の医療費負担
を年間10億ドル削減することをUAWと合意した。
11月11日に発表した「生産能力の大幅削減を柱とするリストラ策は、2008年
までに北米の完成車　部品工場など12ヶ所の拠点閉鎖と３万人の人員削減を行
う」ものであった。そしてこれらの策を通じて06年末までに経費を60億ドル削
減する。さらに原材料費も10億ドル圧縮する計画で同年末の経費圧縮効果は全
体で70億ドルとなる。
なお、『ワゴナー会長は、11月17日に社内向けウ　ブサイトで市場に広がる
｢破綻観測｣を否定する異例の宣言をした。｛中略｝９月末時点で190億ドルの現
金を保有するなど「貸借対照表、流動資産は堅固だ」と強調し、従業員の動揺
を抑えたい意向をにじませた（注５）』。
（２）フォード
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米国での新車販売台数は、１～10月期は前年同期比3.4％減となった。フォー
ドも、ＧＭに追随して割引価格を適用したが、しかし、10月までの販売台数は
２ヶ月連続して前年同期比で２桁減と落ち込んだ。このため11月中旬から１月
３日まで乗用車と小型トラックの大半の車種で販売価格を１台当たり数千ドル
引き下げる大幅値引きキ‘－ンペンを開始した。
（３）ダイムラークライスラーのクライスラー部門
「クライスラー部門は、2005年１～10月期に米国での新車販売台数が前年同期
比6.1％増と好調。大型セダン「300Ｃ」や大型スポーツセダン「ダッジ」など
のヒット車を出している。（中略）
また、15年ぶりに米国で11番目となる完成車工場（サウスカロライナ州）を
建設する。
（４）その他
（ア）円安
去る2005年１月にＧＭのワゴナー会長は「１ドル90円が適切」と発言したが、
『ビックスリーで構成する米自動車貿易政策会議（ＡＴＰＣ）は｢日本が為替を
人爲的に操作し、円安誘導することで公正な競争を阻害している｣との声明を発
表した（注６）』。
円相場は、2005年１月頃は１ドル100円近くであった。最近（２2005年１12月
上旬）は120円前後と円安となっている。政府　日銀による外国為替市場への最
後に介入したのは2005年３月16日であったし、最近の円安は米国の利上げが継
続するとの観測から日米の金利差が広がっているとの見方が強まっているため
である。
また、たとえばトヨタは今上期に185万台を販売したが、63％に当たる117万
台は現地で生産している。円安を利用して日本から米国向け輸出車を増加する
ことはないととすれば、貿易摩擦は起きえないと信じる。
（イ）米国の行政の対応
「不振に見舞われる自動車産業を膝元に抱えるミシガン州ジェニファ－　グラ
最近の日米自動車問題について　鶴岡
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ンホルム知事（民主党）は同州選出の１７議員とともにブッシュ大統領に自動
車産業の救済を求めることを決めた。同産業で急増中の失業に歯止めをかける
ために超党派で訴える。」（注７）とのことである。
「ビックスリーは再建のた議会に税制優遇や数十億ドル規模の補助金などを求
めている。（中略）このため米金融市場では「今やビックスリーは政府の補助が
なければ」やっていけない」（米投資銀行アナリスト）とまでみられる始末だ。
「救済は必要ない。必要なのはリストラ。自動車業界の成功を確信している」。
とハバード大統領補佐官は救済を否定して再建を促した（注８）。
2006年に入ってリストラ策が本格化し、工場閉鎖や失業者が急増する州の政
治家が中央政府に救済を求める動きが強まるであろう。
６．むすび
2005年11月時点では、日米間の摩擦は経済論理的な面では起こりえないと信
じているが、来年にもち越されるリストラの動きと11月の中間選挙に関連した
政治面に摩擦が起きる可能性もある。
（注１）読売新聞　2005年５月７日付
（注２）日本経済新聞　2005年６月５日付
（注３）産経新聞　2005年10月６日付
（注４）毎日新聞　2005年10月20日付
（注５）読売新聞　2005年11月18日付夕刊
（注６）日刊工業新聞　2005年11月11日付
（注７）日本経済新聞　2005年11月８日付夕刊
（注８）毎産経新聞　2005年12月７日付
（つるおか　よしあき　本学教授）
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